
京都大学における安全保障輸出管理に関する規程 
平成２２年１２月２１日 

達示第６７号制定 
令和２年６月２９日達示第４０号全部改正 

 
（目的） 

第１条 この規程は、京都大学（以下「本学」という。）において、学術研究の健全な発展に配慮

しつつ、安全保障輸出管理を適切に実施し、並びに国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそ

れのある取引を行わないために必要な事項を定め、もって国際的な平和及び安全の維持に寄与

することを目的とする。 
（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 
(1) 「教職員等」とは、役員及び本学が定める就業規則に基づき雇用されている教職員をいう。 
(2) 「学生等」とは、学部学生及び大学院学生、外国学生、委託生、科目等履修生、聴講生、特

別聴講学生、特別研究学生、特別交流学生等（京都大学通則（昭和２８年達示第３号）第５

章に定めるもの）、研究生（京都大学研究生規程（昭和５０年達示第３７号）に定めるもの）、

研修員等（京都大学研修規程（昭和２４年達示第３号）に定めるもの）その他本学に在学し、

若しくは在籍し、又は受け入れられて、修学し、又は研究に従事する者をいう。 
(3) 「部局」とは、各研究科等（各研究科、各附置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各

センター等（国立大学法人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号。以下この

項において「組織規程」という。）第３章第７節及び第８節並びに第９節から第１１節まで

に定める施設等をいう。）をいい、組織規程第５６条第１項の部局事務部等を含む。）、事務

本部及び各共通事務部をいう。 
(4) 「外為法等」とは、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「外為法」

という。）及びこれに基づく安全保障輸出管理に関する政令、省令、通達等をいう。 
(5) 「居住者」とは、外為法第６条第１項第５号に定めるものをいう。 
(6) 「非居住者」とは、外為法第６条第１項第６号に定めるものをいう。 
(7) 「特定類型該当者」とは、次のアからウまでに掲げる者（自然人である居住者に限る。）を

いう。 
ア 外国（外為法第６条第１項第２号に定めるものをいう。以下同じ。）の法令に基づき設

立された法人その他の団体（その本邦内の支店、出張所その他の事務所を除く。以下「外

国法人等」という。）又は外国の政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体、外国の中央

銀行若しくは外国の政党その他の政治団体（以下「外国政府等」という。）との間で雇用

契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結し、及び当該契約に基づき当該外国法人等

若しくは当該外国政府等の指揮命令に服し、又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等

に対して善管注意義務を負う者（次に掲げる場合を除く。） 
(ア) 当該者が本邦（外為法第６条第１項第１号に定めるものをいう。以下同じ。）の法人

（以下この号において「本邦法人」という。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約

その他の契約を締結し、及び当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服し、又は当

該本邦法人に対して善管注意義務を負う場合において、当該本邦法人又は当該者が、当

該外国法人等又は当該外国政府等との間で、当該本邦法人による当該者に対する指揮命

令又は当該本邦法人に対して当該者が負う善管注意義務が、当該外国法人等若しくは当

該外国政府等による当該者に対する指揮命令又は当該外国法人等若しくは当該外国政府

等に対して当該者が負う善管注意義務よりも優先すると合意している場合 
(イ) 当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結し、及び

当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服し、又は当該本邦法人に対して善管注意義

務を負う場合において、グループ外国法人等（当該本邦法人の議決権の５０％以上を直接

若しくは間接に保有する外国法人等又は当該本邦法人により議決権の５０％以上を直接

若しくは間接に保有される外国法人等をいう。以下同じ。）との間で雇用契約、委任契約、



請負契約その他の契約を締結し、及び当該契約に基づき当該グループ外国法人等の指揮命

令に服し、又は当該グループ外国法人等に対して善管注意義務を負う場合 
イ 外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得

のうち２５％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得ることを約して

いる者 
ウ 本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者 

(8) 「技術の提供」とは、外国における技術の提供若しくは外国に向けて行う技術の提供、非居

住者若しくは特定類型該当者への技術の提供又は非居住者若しくは特定類型該当者へ再提供

されることが明らかな居住者への技術の提供をいう。 
(9) 「貨物の輸出」とは、外国に向けて貨物を送付すること（自ら手荷物として海外に持ち出す

場合を含む。）又は外国へ送付されることが明らかな貨物を国内で送付することをいう。 
(10) 「取引」とは、技術の提供又は貨物の輸出をいう。 
(11) 「リスト規制技術」とは、 外国為替令（昭和５５年政令第２６０号。以下「外為令」とい

う。）別表の１の項から１５の項までの中欄に掲げる技術をいう。 
(12) 「リスト規制貨物」とは、 輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以下「輸出令」

という。）別表第１の１の項から１５の項までの中欄に掲げる貨物をいう。 
(13) 「該非判定」とは、提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物が、リスト規制技術

又はリスト規制貨物に該当するか否かを判定することをいう。 
(14) 「相手先」とは、技術の提供にあっては当該技術を提供する相手及び当該技術を利用する

者をいい、貨物の輸出にあっては当該貨物の輸入者及び需要者並びに仕向地をいう。 
(15) 「取引審査」とは、提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物の該非判定の内容の

ほか、当該技術又は貨物の用途及び取引の相手先を確認し、本学として当該取引を行うか否

かを判断することをいう。 
(16) 「文書等」とは、文書、図画又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）をいう。 
(17) 「子会社」とは、会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に定めるものをいう。 
（適用範囲） 

第３条 この規程は、本学が行うすべての取引に関する業務に適用する。 
（教職員等及び学生等の責務） 

第４条 教職員等及び学生等は、安全保障輸出管理に関し外為法等及びこの規程を遵守しなけれ

ばならない。 
（安全保障輸出管理最高責任者） 

第５条 本学における安全保障輸出管理に係る重要事項の最終決定を行うため、安全保障輸出管

理最高責任者（以下「最高責任者」という。）を置き、総長をもって充てる。 
（安全保障輸出管理統括責任者） 

第６条 本学における該非判定、取引審査その他の安全保障輸出管理に関し責任を持つとともに、

最高責任者の命を受け、本学における安全保障輸出管理に係る業務を統括するため、安全保障

輸出管理統括責任者（以下「統括責任者」という。）を置き、総長が指名する理事をもって充て

る。 
２ 統括責任者は、この規程の改廃案の作成、運用手続の制定及び改廃並びに特定類型該当者の

把握のほか、この規程に定める業務を行う。 
（安全保障輸出管理責任者） 

第７条 統括責任者の命を受け、本学における安全保障輸出管理に係る業務を掌理するため、安

全保障輸出管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置き、統括責任者が指名する者をもっ

て充てる。 
２ 管理責任者は、その業務を補佐させるため、安全保障輸出管理担当者（以下「管理担当者」

という。）を置き、管理責任者が指名する者をもって充てる。 
（部局安全保障輸出管理責任者） 

第８条 部局における安全保障輸出管理に係る業務を統括するため、部局安全保障輸出管理責任

者（以下「部局責任者」という。）を置き、当該部局の長（事務本部にあっては管理責任者）を

もって充てる。 



２ 部局責任者は、その業務を補佐させるため、部局に部局安全保障輸出管理担当者を置き、当

該部局又は当該部局の安全保障輸出管理に係る事務を処理する共通事務部の教職員等のうちか

ら部局責任者が指名する者（事務本部にあっては管理担当者）をもって充てる。 
３ 部局責任者は、部局安全保障輸出管理担当者の氏名を管理責任者に通知するものとする。 
（安全保障輸出管理監査責任者） 

第９条 本学に安全保障輸出管理監査責任者（以下「監査責任者」という。）を置き、本学の教職

員等のうちから統括責任者が指名する者をもって充てる。 
２ 監査責任者は、統括責任者の指示に基づき、第２２条に定める監査に関し統括する。 
 （安全保障輸出管理監査実施者） 
第１０条 本学に安全保障輸出管理監査実施者（以下「監査実施者」という。）を置き、本学の教

職員等のうちから監査責任者が指名する者をもって充てる。 
２ 監査実施者は、監査責任者の指示に基づき、第２２条に定める監査を実施する。 
（安全保障輸出管理委員会） 

第１１条 本学における安全保障輸出管理に関し必要な事項を審議するため、安全保障輸出管理

委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組織する。 

(1) 統括責任者 
(2) 総長が指名する理事 
(3) 管理責任者 
(4) 部局責任者 若干名 
(5) 研究推進部長 
(6) その他統括責任者が必要と認める者 若干名 

３ 前項第４号及び第６号の委員は、統括責任者が委嘱する。 
４ 第２項第４号及び第６号の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 
５ 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
６ 委員長は統括責任者をもって充て、副委員長は第２項第２号又は第３号の委員のうちから委

員長が指名する。 
７ 前各項に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、統括責任者が定める。 
（事前確認） 

第１２条 教職員等は、技術の提供若しくは貨物の輸出を行おうとするとき又は自身が指導を行

う学生等が技術の提供又は貨物の輸出を行おうとするときは、別に定めるところにより、該非

判定を実施し、及び取引審査票を用いた取引審査の要否の自己判定を実施したうえで、部局責

任者から取引審査票を用いた取引審査の要否の決定を受けなければならない。 
２ 部局責任者は、取引審査票を用いた取引審査の要否を決定するに当たっては、別に定めると

ころにより、管理責任者から該非判定の内容及び取引審査票を用いた取引審査の要否の自己判

定の妥当性について確認を受けるものとする。 
３ 教職員等は、第１項により取引審査票を用いた取引審査が不要との決定を受けた場合、当該

取引を行うことができる。 
（取引審査票を用いた取引審査） 

第１３条 教職員等は、前条第１項により取引審査票を用いた取引審査が必要との決定を受けた

場合、該非判定の結果、相手先及び用途の懸念の有無その他の安全保障輸出管理上必要な事項

について確認を行ったうえで、別に定めるところにより、当該取引を行うことについて、部局

責任者による一次審査及び統括責任者による二次審査を受けなければならない。 
２ 部局責任者は、一次審査において、部局として当該取引を行うことの可否及び可の場合は外

為法等に基づく経済産業大臣の許可の要否を審査するものとする。 
３ 統括責任者は、二次審査において、前項の審査の結果の妥当性を確認することにより、当該

取引を行うことの可否及び可の場合は外為法等に基づく経済産業大臣の許可の要否を決定し、

当該取引を行おうとする教職員等及び部局責任者に通知するものとする。 
（許可申請） 

第１４条 教職員等は、前条第３項により、経済産業大臣の許可が必要との決定を受けた場合、



別に定めるところにより、当該許可の申請に必要な書類を作成し、最高責任者に経済産業省へ

の許可申請を依頼する。 
２ 最高責任者は、前項の依頼を受けたときは、別に定めるところにより、前項の書類の内容の

妥当性を確認したうえで、経済産業大臣に対して許可申請を行う。 
３ 最高責任者は、前項の申請に対する結果の通知を受けた場合、別に定めるところにより、当

該申請の依頼を行った教職員等に当該結果を通知するものとする。 
４ 技術の提供又は貨物の輸出を行おうとしている教職員等又は学生等は、外為法等に基づく許

可が必要な技術の提供又は貨物の輸出について、経済産業大臣の許可を得ていない限り、当該

技術の提供又は貨物の輸出を行ってはならない。 
（技術の提供管理） 

第１５条 教職員等又は学生等は、技術を提供するに当たっては、第１２条から前条までに定め

る手続のうち必要なものが行われたことを確認しなければならない。 
２ 教職員等又は学生等は、前項の確認ができない場合は、当該技術の提供を行ってはならない。 
（貨物の出荷管理） 

第１６条 教職員等又は学生等は、貨物を輸出するに当たっては、第１２条から第１４条までに

定める手続のうち必要なものが行われたこと及び当該貨物が出荷書類の記載内容と同一のもの

であることを確認しなければならない。 
２ 教職員等又は学生等は、前項の確認ができない場合は、当該貨物の輸出を行ってはならない。 
３ 教職員等又は学生等は、貨物の輸出に係る通関手続において事故が発生した事実を知った場

合、直ちに当該輸出の手続を取り止めて部局責任者へ報告しなければならない。 
４ 部局責任者は、前項の報告を受けたときは、統括責任者及び管理責任者と協議して適切な措

置を講じるものとする。 
（文書管理） 

第１７条 部局責任者は、当該部局の安全保障輸出管理に関する文書等を、技術を提供した日又

は貨物を輸出した日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して、少なくとも７年間は保存

しなければならない。 
（教職員等への指導） 

第１８条 管理責任者は、部局責任者を通じて教職員等に対し、最新の外為法等の周知その他関

係法令を遵守するために必要な指導を行うものとする。 
（教育） 

第１９条 管理責任者は、教職員等に対し、外為法等及びこの規程の遵守の重要性を周知徹底し、

適切な安全保障輸出管理の実施を図るよう計画的に教育を行うものとする。 
２ 部局責任者は、当該部局の教職員等に対し、安全保障輸出管理について理解を深め、適切に

実施するよう教育に努めるものとする。 
（子会社への指導等） 

第２０条 統括責任者は、本学のリスト規制技術又はリスト規制貨物の取引に係る業務に関わる

本学の子会社に対し、当該業務を適正に実施させるため、別に定めるところにより、当該子会

社に対する指導及び研修並びに当該子会社の業務体制及び業務内容の確認を定期的に行うもの

とする。 
（違反等の報告） 

第２１条 教職員等及び学生等は、外為法等若しくはこの規程に違反し、又は違反するおそれの

ある事実を知ったときは、速やかに部局責任者にその旨を通報しなければならない。 
２ 部局責任者は、前項の通報を受けたときは、直ちに管理責任者を通じて統括責任者にその旨

を報告しなければならない。 
３ 部局責任者は、第１項の通報の内容を調査し、その結果を統括責任者及び管理責任者に報告

しなければならない。 
４ 統括責任者は、前項の報告により、この規程に違反し、又は違反するおそれのある事実が明

らかになったときは、関係部署に対応措置を指示するとともに、再発防止のために必要な措置

を講じるものとする。 
５ 統括責任者は、第３項の報告により、外為法等に違反し、又は違反するおそれのある事実が

明らかになったときは、最高責任者にその旨を直ちに報告し、関係部署に対応措置を指示する



とともに、遅滞なく関係行政機関に報告しなければならない。 
６ 最高責任者は、前項の報告を受けたときは、再発防止のために必要な措置を講じるものとす

る。 
（監査） 

第２２条 監査責任者及び監査実施者は、本学の安全保障輸出管理がこの規程に基づき適正に実

施されていることを確認するため、監査を定期的に行い、その結果を統括責任者に報告する。 
（事務） 

第２３条 安全保障輸出管理に関する事務は、研究推進部において行う。 
（雑則） 

第２４条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、統括責任者が別

に定める。 
附 則 

この規程は、令和２年７月１日から施行する。 
附 則 

この規程は、令和４年５月１日から施行する。 
  附 則 
この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
  附 則 
この規程は、令和４年１２月６日から施行する。 

 


